




























HIRAGA Akihiko：The Beginning of the Sino-Japanese war and Agriculture・Rural Policies just after Manchurian 
(China)  Incident


























































































































































































































































































































































































































28  平賀　明彦 
　同様に，経営の合理化を作業の共同化で進めて行くことにも力点が置かれた。動力農
具や改良農具の共同利用を推し進めることにより，経営の効率化を図り，労働力，肥料
不足の補充，経営の安定化に繋げようと策されたのである。
　これらの事変対策の実施に当たっては，農会，産業組合，そして部落の実行組合といっ
た農村組織の活用が強調され，実際にその機能は十分に発揮された。これもまた，共同
化の成果と位置付けられるかも知れない。
　このように進められた事変対策であったが，しかし，それらの基礎構造はそれほど頑
強なものではなく，戦局の悪化，長期化の中で脆弱さが露呈することによって，戦時体
制そのものが揺るがされることになった。労働力の総動員も自給肥料への依存も，すぐ
に限界に突き当たり，そこに凶作を原因とした植民地産米の大減収により，生産基盤が
掘り崩される中で，食糧増産の掛け声だけが強まって行くことになったのである。
ひらが　あきひこ（日本近現代史）
注
①　 当時としては「支那事変」，「日支事変」などと表現されることが多かった。ここでは史料引用
といった場合を除いて，この呼称は用いない。以前他の機会に触れたが，昭和恐慌以後の農業・
農村政策に関しては，1930年から1937年までを一括りとして恐慌・凶作克服期，あるいは準戦
時期，1937年から1941年をまとまりとして日中全面戦争期，あるいは戦時期として，そして，
1941年から1945年の敗戦までをアジア・太平洋戦争期，あるいは本格的戦時期として括って，
30年代及び40年代前半を時期区分している。本稿は，その中で，第 2の時期の出発点となった
日中全面戦争開始直後の諸対策に焦点を当て，その特徴を検出し，以後の戦時政策との関連を
明らかにすることを課題としている。
②　 前注の時期区分に従って，これまでも検討を加えて来た。拙著『戦前日本農業政策史』日本経
済評論社　1993年。同様に，拙著『両大戦間期の日本農業政策史』蒼天社　2019年。とくに
『戦前日本農業政策史』でも， 1項を立ててこの時期を取り扱ったが，しかし，もとより十全
ではなく，とくに農地政策を中心に取り上げており，全体への目配りが不十分であった。また，
後の戦時期との関係から労働力対策にも触れているが，検討の重心は以後の政策展開にあり，
事変対策としての分析が弱かった。そこで，ここでは日中戦争全面化直後の諸対策に焦点を絞
り，あらたて検証を進めたい。
　　　尚，本稿の研究史上の位置付けとしては，先の二つの拙著で十分検証できなかった点の補充
という面が強いが，それらとの関係でも，日中戦争に関する以下のような代表的研究から多く
を学んでいる。
　　　秦郁彦『日中戦争史』河出書房新社　1961年。古屋哲夫編『日中戦争史』吉川弘文館　1984
年　笠原十九司『日中戦争全史　上・下』高文研　2017年。また，本稿中で取り上げている軍
29日中戦争の開始と事変直後の農業・農村対策
馬供出などについては，大滝真俊『軍馬と農民』京都大学学術出版会　2013年。
③　「事変ニ伴フ応召農産漁業家ノ生活安定ニ関スル件」農林次官より地方長官宛通牒　1937年 8
月 6日「事変関係農山漁村応急施設概要」農林省農務局『農務時報』1937年 9月号。次の引用
も同じ。
④　同上
⑤　同上。この言い回しは，他の通牒も含め，随所で多用された。
⑥　この点，当局が生産の減退をどこまでの危機感を抱いていたかを検証することは，難しかった。
前掲拙稿『両大戦間期の...』でも触れたが，移入米を計算に入れてであるが，当局は食糧確保
に関しては楽観的であり，1939年の植民地米の不作まではそれが続いた。食糧への安心感と，
生産現場での労力不足などに対する懸念とがどのような連関の中で位置づけられていたのか
は，より仔細に検討されるべき課題である。
⑦　出典は『農務時報』1937年 9月号。労働力対策に関する次の引用も同じ。
⑧　農林次官より地方長官宛通牒「事変ニ伴フ応召農山魚家ノ生活安定ニ関スル件」1937年 8月 6
日『農務時報』1937年 9月号。以後の引用も同通牒より。
⑨　農林次官より地方長官宛通牒「今次事変にニ関シ応召農山魚家ノ労力補給ニ付児童生徒ノ協力
方ニ関スル件」1937年 8月19日『農務時報』1937年 9月号。
⑩　農務局長より地方長官宛通牒「時局対策自給肥料改良増産施用改善ニ関スル件」1937年 8月19
日『農務時報』1937年 9月号。以後の引用も同通牒より。
⑪　肥料に関する事変対策を含めた戦時期の対応策については前掲拙著『両大戦間期の日本農業政
策史』
⑫　同上
⑬　経済更生部長より地方長官宛通牒「事変ニ伴フ応召農山漁家ノ生活安定ニ関スル件」1937年 8
月20日『農務時報』1937年 9月号。
⑭　この点は，政策領域によっても違いがあるかも知れず，また，重点の置かれ方によっても異動
がありそうである。応召，徴用，徴発も品目よって異なり，とくに生産に直結していた労働力，
肥料，馬匹などは当初から重点が置かれていたように看取できる。しかし，そういったもので
も，現状認識等にもより対応姿勢に違いが生じ，判断を難しくしている要素がある。
⑮　農林次官より地方長官宛通牒「事変ニ伴フ農山漁村応急施設ニ関スル件」1937年 9月21日『農
務時報』1937年10月号
⑯　米穀局長より地方長官宛通牒「北支事変出征者応召者家族ニ関スル政府米払下ゲノ件」1937年
8月13日『農務時報』1937年 9月号。
⑰　農林次官より地方長官宛通牒「事変ニ伴フ農山漁村応急施設助成金交付要項」1937年 9月21日
『農務時報』1937年10月号。以下の改良農具，畜力利用農具についても同通牒より。
⑱　馬政局長官より地方長官宛通牒「馬ノ徴発ニ伴フ善後処置ニ関スル件」1937年 7月16日『農務
時報』1937年 9月号。以下の引用も同通牒より。
⑲　馬政局長官より地方長官宛通牒「馬ノ徴発ニ伴フ善後処置ニ関スル件」1937年 7月31日『農務
時報』1937年 9月号。
⑳　注⑱に同じ。

